







































































































































































































































































































年月 企業名 辞任・解任者 辞任・解任の原因
92.10 イトーヨーカ堂 社長 利益 与 違反で 任
92.7 産経新聞 会長 企業の私物化で解任
92.6 山種証券 相談役 ｢飛ばし」で退任 証取法違反）
92.5 京樽 社長 子会社の財テクの失敗
92.4 山一証券 社長 赤字で辞任









92.1 ヤマハ 社長 労組の退陣要求で辞任（公私混同）











































90.5 熊谷組 専務・常務 御徒町での道路陥没事故で辞任





























8７．１ 日本ドリーム観光 社長 内紛で解任
87.1 つぼ八 社長 商法の不知？で解任
87.6 国際航業 会長 買い占める仕手グループに協力して
?解任





















8５．４ 松阪屍 社長 内紛で解任
82.9 三越 社長 特別背任で解任
76.3 山崎製パン 社長 競業
リーガルリスク・マネージメント小論（大矢）11
(21）前掲（注）２０
(22）前掲（注）２０
(23）拙稿「社内弁護士小論」比較法制研究15号16頁。
(24）小島武司「成熟期を迎えた企業法務の課題と展望」「会社法務部』別冊ＮＢＬ
１６号６頁以下（1986年)。拙稿「社内弁護士論」のく表ｌ〉参照。
(25）前掲注(24)参照。拙著『会社法務部の研究」131頁以下。
(26）私が主張している折衷的会社法規部または，それに近以している会社法規部を
設置している代表的企業としては「松下電器｣，「トヨタ自動車｣，「三井物産｣，
「ＮＨＫ｣，「神戸製鋼｣，「新日本製鉄」や「住友化学工業」等をあげることがで
きる。
(27）経営法友会等による会社法規部の第六次実態調査（1991年７月実施）の報告
（2,682社に対するアンケート回収547社・回収率20.4％）によると日本の弁護士
資格者のいる会社は，547社中６社７名であった（｢会社法務部一現状と課題」
ＮＢＬ464号60頁（1991年)。なお，朝日新聞の調査によると東京と大阪の４弁護
士会で35人存在している（｢朝日」1991年11月16日付)。
Ⅲ結びにかえて
以上述べてきたように，企業経営上のあらゆる法的危険を回避するための
リーガルリスク・マネージメントの確立は，企業経営上の政策決定（意思決
定）において経営判断と法律判断の同時処理つまり経営と法律の一体化を必
要とする。この経営と法律の一体化を実現するためには，法規部の形態をい
わゆる企業ジュリストなど準法律家のみを人的構成要素とする日本型法規部
では期待不可能であり，少なくとも企業法務を専門とする純法律家である弁
護士を人的構成要素の一部とする折衷型会社法規部でなくして実現不可能と
いえるであろう。
企業経営上の政策決定による経営と法律の一体化への前提条件，その要件
の阻害要因などについては問題点が多く，これらの私見については別著に譲
（１）
りたし､。
（１）拙著『会社法規部機能論」（近刊)。
